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程区分でいう乳児保育・乳児期の園児、１歳以上
３歳未満児・満１歳以上満３歳未満の園児は除く）。
　次章では基本的事項の記載内容について吟味し
てみたい。
Ⅳ．基本的事項の記載内容
　本章では基本的事項の記載内容について保育指
針、教育・保育要領を発達過程区分で俯瞰し吟味
することとする。
　続けて、図表２には発達過程区分に関する記述
を示した。先に叙述した通り保育指針、教育・保
育要領では発達過程区分ごとに基本的事項が記載
されている。第２章では教育に関するねらい及び
内容が示されている。それは保育内容や領域のこ
とである。つまり、三つの視点（保育指針、教育・
保育要領）と五領域（教育要領、保育指針、教育・
保育要領）に関する内容のことで「示される事項」
「ねらい」「内容」「内容の取扱い」の枠組みと記載
内容は同一である（ただし、教育要領では発達過
保育所保育指針 幼保連携型認定こども園教育・保育要領
発達過程
区分 乳児保育に関わるねらい及び内容 乳児期の園児の保育に関するねらい及び内容
記載内容 （1）基本的事項
ア 乳児期の発達については、視覚、聴覚
などの感覚や、座る、はう、歩くなど
の運動機能が著しく発達し、特定の大
人との応答的な関わりを通じて、情緒
的な絆が形成されるといった特徴があ
る。これらの発達の特徴を踏まえて、
乳児保育は、愛情豊かに、応答的に行
われることが特に必要である。
イ 本項においては、この時期の発達の特
徴を踏まえ、乳児保育の「ねらい」及
び「内容」については、身体的発達に
関する視点「健やかに伸び伸びと育つ」、
社会的発達に関する視点「身近な人と
気持ちが通じ合う」及び精神的発達に
関する視点「身近なものと関わり感性
が育つ」としてまとめ、示している。
ウ 本項の各視点において示す保育の内容
は、第１章の２に示された養護におけ
る「生命の保持」及び「情緒の安定」
に関わる保育の内容と、一体となって
展開されるものであることに留意が必
要である。
基本的事項
１ 乳児期の発達については、視覚、聴覚
などの感覚や、座る、はう、歩くなどの
運動機能が著しく発達し、特定の大人
との応答的な関わりを通じて、情緒的
な絆が形成されるといった特徴がある。
これらの発達の特徴を踏まえて、乳児
期の園児の保育は、愛情豊かに、応答
的に行われることが特に必要である。
２ 本項においては、この時期の発達の特徴
を踏まえ、乳児期の園児の保育のねらい
及び内容については、身体的発達に関
する視点「健やかに伸び伸びと育つ」、
社会的発達に関する視点「身近な人と
気持ちが通じ合う」及び精神的発達に
関する視点「身近なものと関わり感性が
育つ」としてまとめ、示している。
幼稚園教育要領 保育所保育指針 幼保連携型認定こども園教育・保育要領
発達過程区分
に関する記載
なし
あり あり
発達過程区分
乳児保育 乳児期の園児
１歳以上３歳未満児 満１歳以上満３歳未満の園児
３歳以上児 満３歳以上の園児
図表２　発達過程区分の記載
図表３　乳児保育・乳児期の園児の基本的事項
発達の
特徴と
発達過程
に関する
記述
三つの
視点に
関する
記述
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保育所保育指針 幼保連携型認定こども園教育・保育要領
発達過程
区分
１歳以上３歳未満児の保育に関わるねらい
及び内容
満１歳以上満３歳未満の園児の保育に関する
ねらい及び内容
記載内容 （1）基本的事項
ア この時期においては、歩き始めから、歩
く、走る、跳ぶなどへと、基本的な運動機
能が次第に発達し、排泄の自立のための
身体的機能も整うようになる。つまむ、め
くるなどの指先の機能も発達し、食事、衣
類の着脱なども、保育士等の援助の下で
自分で行うようになる。発声も明瞭になり、
語彙も増加し、自分の意思や欲求を言葉
で表出できるようになる。このように自分
でできることが増えてくる時期であること
から、保育士等は、子どもの生活の安定
を図りながら、自分でしようとする気持ち
を尊重し、温かく見守るとともに、愛情豊
かに、応答的に関わることが必要である。
イ 本項においては、この時期の発達の特徴
を踏まえ、保育の「ねらい」及び「内
容」について、心身の健康に関する領域
「健康」、人との関わりに関する領域「人
間関係」、身近な環境との関わりに関す
る領域「環境」、言葉の獲得に関する領
域「言葉」及び感性と表現に関する領
域「表現」としてまとめ、示している。
ウ 本項の各領域において示す保育の内容
は、第1章の2に示された養護における
「生命の保持」及び「情緒の安定」に関
わる保育の内容と、一体となって展開さ
れるものであることに留意が必要である。
基本的事項
１ この時期においては、歩き始めから、歩
く、走る、跳ぶなどへと、基本的な運動
機能が次第に発達し、排泄の自立のた
めの身体的機能も整うようになる。つま
む、めくるなどの指先の機能も発達し、
食事、衣類の着脱なども、保育教諭等
の援助の下で自分で行うようになる。発
声も明瞭になり、語彙も増加し、自分の
意思や欲求を言葉で表出できるようにな
る。このように自分でできることが増え
てくる時期であることから、保育教諭等
は、園児の生活の安定を図りながら、自
分でしようとする気持ちを尊重し、温か
く見守るとともに、愛情豊かに、応答的
に関わることが必要である。
２ 本項においては、この時期の発達の特
徴を踏まえ、保育のねらい及び内容に
ついて、心身の健康に関する領域「健
康」、人との関わりに関する領域「人間
関係」、身近な環境との関わりに関する
領域「環境」、言葉の獲得に関する領域
「言葉」及び感性と表現に関する領域
「表現」としてまとめ、示している。
図表４　１歳以上３歳未満児の保育・満１歳以上満３歳未満の園児の保育の基本的事項
保育所保育指針 幼保連携型認定こども園教育・保育要領
発達過程
区分 ３歳以上児の保育に関するねらい及び内容
満３歳以上の園児の教育及び保育に関する
ねらい及び内容
記載内容 （1）基本的事項
ア この時期においては、運動機能の発達に
より、基本的な動作が一通りできるように
なるとともに、基本的な生活習慣もほぼ自
立できるようになる。理解する語彙数が急
激に増加し、知的興味や関心も高まってく
る。仲間と遊び、仲間の中の一人という自
覚が生じ、集団的な遊びや協同的な活動
も見られるようになる。これらの発達の特
徴を踏まえて、この時期の保育において
は、個の成長と集団としての活動の充実
が図られるようにしなければならない。
イ 本項においては、この時期の発達の特徴
を踏まえ、保育の「ねらい」及び「内
容」について、心身の健康に関する領域
「健康」、人との関わりに関する領域「人
間関係」、身近な環境との関わりに関す
る領域「環境」、言葉の獲得に関する領
域「言葉」及び感性と表現に関する領
域「表現」としてまとめ、示している。
ウ 本項の各領域において示す保育の内容
は、第１章の２に示された養護における
「生命の保持」及び「情緒の安定」に関
わる保育の内容と、一体となって展開さ
れるものであることに留意が必要である。
基本的事項
１ この時期においては、運動機能の発達に
より、基本的な動作が一通りできるよう
になるとともに、基本的な生活習慣もほ
ぼ自立できるようになる。理解する語彙
数が急激に増加し、知的興味や関心も
高まってくる。仲間と遊び、仲間の中の
一人という自覚が生じ、集団的な遊びや
協同的な活動も見られるようになる。こ
れらの発達の特徴を踏まえて、この時期
の教育及び保育においては、個の成長
と集団としての活動の充実が図られるよ
うにしなければならない。
２ 本項においては、この時期の発達の特
徴を踏まえ、教育及び保育のねらい及
び内容について、心身の健康に関する
領域「健康」、人との関わりに関する領
域「人間関係」、身近な環境との関わり
に関する領域「環境」、言葉の獲得に関
する領域「言葉」及び感性と表現に関
する領域「表現」としてまとめ、示し
ている。
図表５　３歳以上児の保育・満３歳以上の園児の教育及び保育の基本的事項
発達の
特徴と
発達過程
に関する
記述
五領域
関する
記述
発達の
特徴と
発達過程
に関する
記述
五領域
関する
記述
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訂（定）における発達過程区分の記述に関し、特
に1999（平成11）年を例示して「大切にすべき」
と言及している16)。保育指針においても発達に関
する記述は数度の改訂（定）の途上で大綱化や発
達過程区分の整理がなされ、今般の基本的事項の
形式に収斂されてきた。それでも小学校との円滑
な接続という点から見ても、発達の特徴や発達過
程理解が乳幼児教育における「育ちの連続性」を
支持していくものと確言することができる。つま
り、保育内容・領域理解の枠組みから基本的事項
の重要性を改めて指顧することができるだろう。
　次に、基本的事項と教育・保育要領、教育要領
について検討を加え、その問題の所在を明徴させ
ることを試みたい。教育・保育要領は2014（平成
26）年に告示された段階では発達過程に関する記
載は見当たらない。そして、今般の改訂（定）にお
いて保育指針と同様に基本的事項が記載された。
これは乳児期の園児の保育が三つの視点、満１歳
以上満３歳未満の園児の保育が五領域として示さ
れたからである。教育要領は先に指摘した通り、
1956（昭和31）年に刊行されて以来、保育指針と
同様若しくは近似した発達過程に関する記述は出
現しない。確かに、保育所と幼保連携型認定こど
も園と幼稚園では教育や保育の対象となる乳幼児
の年齢は異なる。しかし、幼稚園、保育所、幼保
連携型認定こども園という乳幼児教育制度におい
て３歳以上の子ども（幼児）が全ての制度で対象
となっている現状で教育要領のみ基本的事項が示
されていないことは、幼稚園が学校教育法下にお
ける制度とは言え、乳幼児の育ちの連続性や発達
過程の点から見ればいかにも座りが悪い（注５）。ま
た、乳幼児教育に係る今日的課題やとりわけ特別
な配慮を必要とする幼児への指導（教育要領でい
うところの）、家庭との連携という点を十分に顧慮
するならば、幼児の発達の特徴や発達過程は領域
理解において極めて重要と言えるだろう。民秋ら
も保育指針における発達過程区分の発達の特徴と
発達過程の記述を高く評価したうえで、「『教育要
領』『教育・保育要領』には、もちろん取り上げら
れていない。それゆえ、ここに掲載する資料は幼
稚園、認定こども園それぞれの保育においても大
いに参考になるであろう。念為申し添える。」と指
　図表３～５には基本的事項の記載内容について示
した。まず、発達過程区分は保育指針では乳児保
育、１歳以上３歳未満児の保育、３歳以上児の保
育、教育・保育要領では乳児期の園児の保育、満１
歳以上満３歳未満の園児の保育、満３歳以上の園児
の教育及び保育と記載されている。発達過程区分で
いう対象年齢は同一であるが、教育・保育要領では
満３歳以上の園児では教育及び保育と表記される点
が異なっており興味深い。次に、記載内容は保育指
針ではアが発達の特徴と発達過程に関する内容、イ
が三つの視点や五領域に関する内容、ウが養護に関
する内容となっている。教育・保育要領では１が発
達の特徴と発達過程に関する内容、２が三つの視点
や五領域に関する内容となっている。以上の点は保
育指針と教育・保育要領が共通化した内容が記載さ
れている。他方、大きく異なるのは保育指針ではウ
として養護に関する内容となっている点である。こ
の点は教育・保育要領では記載されていない。保育
所保育は養護と教育が一体化（一体）となったもの
であり、保育指針において養護に関する基本的事項
が示されている。他方、教育・保育要領では、幼保
連携型認定こども園として特に配慮すべき事項とし
て示されている。
　上記で俯瞰した通り、基本的事項は発達過程区
分ごとに発達の特徴や発達過程について記載され
ている。つまり、発達の特徴や発達過程を十分に
踏まえたうえで保育や教育（三つの視点や五領域）
が展開される必要性が確認できた。加え、保育内
容・領域理解への枠組みとして基本的事項の位置
づけを推重する必要性も確認できたと言える。
　次章では若干の検討を試み、本稿のまとめを行う。
Ⅴ．若干の検討とまとめ
　本稿の目的は保育指針ならびに教育・保育要領
における基本的事項について、保育内容・領域理
解の枠組みの視点から検討を加えるものである。
　まず、基本的事項の位置づけとその記載内容か
ら発達の特徴と発達過程に対する理解が保育内
容・領域理解への枠組みとして重要であることが
確認できた。保育指針は従前より発達に関する記
述が一章にわたって示されてきた。民秋らも保育
指針の1999（平成11）年や2008（平成20）年の改
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載順が記されていると憶測している（あ
る部分では執筆者の養成課程における養
成の比重とも邪推できるが）。本稿では
1948（昭和23）年に当時の文部省によっ
て「保育要領－幼児教育の手引き－」が
制定されたことから幼稚園教育要領、保
育所保育指針、幼保連携型認定こども園
教育・保育要領の順に叙述していく。
（注３） 「幼稚園と保育所との関係について」の通
知文に準じて記述。
（注４） 幼稚園は幼稚園教育要領解説の冒頭に「創
意工夫を加えた教育課程の編成・実施さ
れるようお願いしたい。」と示している。
しかし、実際には「小学校教育との円滑
な接続を図ることを基本的なねらいとし
（後略）」という点がむしろ点が引き続き
継承されているように感じられる。それ
は、教育実習訪問指導を行う都度感じら
れるところである。創意工夫を加えた教
育課程が教育の外注化（体育指導、音楽
指導、英語指導）に拍車をかけ、そもそ
も幼稚園における幼稚園教諭の役割は何
か？という根本的な問題提起を教育実習
生である学生から吐露されることも多い。
結局、1956（昭和31）年当時の六領域の
残滓でないかと筆者は考えているところ
である。
（注５） 1956（昭和31）年に発刊された幼稚園教
育要領は「保育内容について小学校教育
との一貫性を持たせるようにした、」とい
う点が、本稿で指摘する問題点として拘
泥されているのかもしれない。結局、当
時より1989（平成元年）に教育要領が改
訂（定）されるまでの33年間六領域が継
続された点も刮目すべきであろう。教育
内容が33年間も変わらなければ拘泥され
るのは明らかである。
（注６） 痛快無比である。筆者は約20年来保育者
養成に携わり、直近の約10年は教育実習
（幼稚園教諭課程）の実習事前・事後指導
も担当してきた。学生から指導計画を作
成（策定）するにあたり、発達の特徴や
摘している（注６）17)。
　終わりに教育要領、保育指針、教育・保育要領
は成立過程を異にしている。その一方で本邦内の
乳幼児教育施設としての役割をそれぞれが担って
いる。とりわけ、（満）３歳児以上の幼児の教育内
容は五領域として共通化している。成立過程は異
にしているとはいえ、乳幼児教育施設における発達
過程理解の程度にその差が仮にでもあるとすれば、
乳幼児教育の主たる享受者である子どもや保護者
にとっての不利益と言わざるを得ないだろう。
参考文献
（1） 文部科学省（2018）幼稚園教育要領解説．フ
レーベル館．
（2） 厚生労働省（2018）保育所保育指針解説．フ
レーベル館．
（3） 内閣府他（2018）幼保連携型認定こども教
育・保育要領解説．フレーベル館．
（4） 民秋　言．西村重希．清水益治．千葉武夫．
馬場耕一郎．川喜田昌代（2017）幼稚園教育
要領・保育所保育指針・幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領の成立と変遷．萌文書林．
（5） 清水将之（2017）幼稚園教育要領における領
域『健康』の変遷－保育要領と幼稚園教育要
領を俯瞰して．淑徳大学短期大学部研究紀要，
56，81-97．
（6） 清水将之．相樂真紀子（2018）改定版　保育
内容・領域　健康．わかば社．
注釈
（注１） 本稿に関する先行研究の蓄積は引用参考
文献に示した、民秋　言．西村重希．清
水益治．千葉武夫．馬場耕一郎．川喜田
昌代（2017）幼稚園教育要領・保育所保
育指針・幼保連携型認定こども園教育・
保育要領の成立と変遷．萌文書林．以外
には参照できる資料が存在しない。よっ
て、執筆者らの先駆的役割を尊重して改
訂（定）を用いることとする。
（注２） 幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保
連携型認定こども園教育・保育要領など
の記述は研究内容いかんによってその掲
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と格言できる。また、同上１）に同じ。
７) 文部科学省（2018）幼稚園教育要領解説．フ
レーベル館，６-７．
８) 同上１)に同じ。23.
９) 前掲８)に同じ。
10) 同上１)に同じ。38-41
11) 検索日2020/11/29
11) 今泉良一（2018）保育の質の探求②「もうひ
とつのおうち」：～ 時間外保育の在り方 ～敬
心・研究ジャーナル ２（1），91-93.
12) 民秋言．西村重希．清水益治．千葉武夫．馬
場耕一郎．川喜田昌代（2017）幼稚園教育要
領・保育所保育指針・幼保連携型認定こども
園教育・保育要領の成立と変遷．萌文書林．
13) 谷田貝公昭（編集代表）（2019）改定　新版　
保育用語辞典．一藝社．88．
14) 保育所保育指針では「第２章　保育の内容」、
幼保連携型認定こども園教育・保育要領では
「第２章　ねらい及び内容並びに配慮事項」と
して標記されている。なお、保育内容・領域
に関する記載内容である示される事項、ねら
い、内容、内容の取扱いは制度上使用しない
固有名詞、関連法令用語を除外すると同一の
内容である。
15) https://www.nier.go.jp/guideline/s31k/index.
htm （情報取得2020/11/29）
16) 同上１)に同じ。76-77.
17) 前掲16)に同じ。
発達過程に関する理解はどのように行え
ば良いかという良くある質問がある。そ
れに対する回答は保育所保育指針におけ
る発達過程に関する記述（改定（定）以
前は第２章、現在は基本的事項）を精読
せよと指示するだけである。
脚注
１) 民秋言．西村重希．清水益治．千葉武夫．馬場
耕一郎．川喜田昌代（2017）幼稚園教育要領・
保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教
育・保育要領の成立と変遷．萌文書林，10．
２) 幼稚園教育要領は文部科学大臣　松野博一、
保育所保育指針は厚生労働大臣　塩崎恭久、
幼保連携型認定こども園教育・保育要領は内
閣総理大臣　安倍晋三、文部科学大臣　松野
博一、厚生労働大臣　塩崎恭久による告示
（当時）。
３) https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00
ta8961&dataType=1&pageNo=1（情報取得
2020/11/29）
４) 同上１）に同じ。10-11．
５) 同上３）に同じ。
６) 直近に改訂（定）された幼稚園教育要領、保
育所保育指針、幼保連携型認定こども園教
育・保育要領を比較検討すると、制度上使用
しない固有名詞、関連法令用語を除外すると
同一の内容である。つまり「共通化している」
